
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 「効率」から「強靭性」へ―産業構造転換の本質を読み解く！ 
➢ 地政学・資源制約・環境規制時代の新戦略を徹底解説！ 
➢ マテリアル・インフォマティクス（MI）と自律型ラボの最前線！ 
➢ 半導体・電池・モビリティ産業の“戦略的急所”を読み解く！ 
➢ AI材料開発、自律型ラボ、MIの最前線を網羅！ 
➢ 技術・政策・金融を横断する次世代産業レポート！ 
➢ グローバル市場で先行する 50社分析から見える日本企業の生存戦略！  
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マテリアル・レジリエンス 2030 
資源地政学リスクを克服する技術ポートフォリオと財務戦略 

Material Resilience 2030 
Technical Portfolios and Financial Strategies to Overcome Resource Geopolitical Risks 

＝ 刊行にあたって ＝ 
グローバル産業界は「効率の時代」から「強靭性（レジリエンス）の時代」へと、不可逆的な転換を遂げた。かつて製造業が追

求した「ジャスト・イン・タイム」や「グローバル・サプライチェーンの最適化」という理想は、地政学リスクの常態化、資源ナ
ショナリズムの再燃、そして厳格化する環境規制という三つの荒波に直面し、その脆弱性を露呈している。特に、半導体、二次電
池、次世代モビリティ、そしてロボティクスといった、2030年の経済を牽引する中核産業において、材料（マテリアル）の確保は
単なる調達課題ではない。それは国家の経済安全保障に直結し、企業の存立を左右する「戦略的急所（チョークポイント）」へと変
質したのである。 
本レポートが提示する「マテリアル・レジリエンス」とは、単に資源の備蓄を増やしたり、調達先を分散したりすることを指す

のではない。それは、「技術革新によって資源制約を無効化し、デジタルによって透明性を価値に変え、循環によって資源の永続利
用を実現する」という、多層的な競争優位の構築を意味する。 
現在、日本企業が置かれている状況は極めて峻烈である。米国のインフレ抑制法（IRA）や欧州のバッテリー規制、さらにはデ

ジタル・プロダクト・パスポート（DPP）の義務化といった、情報と物質が密接に結合した新しいルールメイキングが先行してい
る。これらに対し、受動的な「コンプライアンス（法令遵守）」で臨むのか、あるいは「市場参入障壁」を自ら築く好機と捉えるの
か。このマインドセットの差が、2030年の勝者を分かつことになる。 
第Ⅰ編および第Ⅱ編では、このマクロ環境の激変を直視し、技術による構造転換の最前線を追う。今、材料開発の現場では、熟

練者の経験と勘に頼る伝統的な手法から、AI と物理シミュレーションを融合させた「マテリアル・インフォマティクス（MI）」、
そして 24 時間 365 日休まず試作を繰り返す「自律型ラボ」へと主役が交代しつつある。コバルトフリーやリチウムフリーといっ
た「資源リスクフリー材料」の開発、あるいは次世代パワー半導体（WBG）によるエネルギー効率の極限追求。これらはもはや遠
い未来の夢物語ではなく、2026年時点において、量産化へのカウントダウンが始まっている実学である。 
しかし、技術だけでは「強靭性」は完成しない。第Ⅲ編および第Ⅳ編で詳述するように、マテリアル・レジリエンスのもう一つ

の柱は「サーキュラー経済（循環型経済）」への完全移行である。使用済み製品から回収されるブラックマスやマルチメタルを、「再
生材」として扱うのではなく、垂直統合されたサプライチェーンの中で「戦略資源」として囲い込む。そこには、デジタル技術に
よるトレーサビリティの確保と、リサイクル材特有の組成の不安定性をソフトウェアで補正する「プロセス・インフォマティクス」
の導入が不可欠となる。規制を逆手に取り、リサイクル配合率をデジタルで証明することで、競合他社を寄せ付けない圧倒的な「正
当性」を市場で獲得する。これこそが、情報と物質が高度に融合した現代の資源覇権戦略である。 
さらに、本レポートの特筆すべき点は、これらの戦略を、第Ⅴ編において具体的な「財務戦略」と「ベンチマーク」に落とし込

んだ。SSBJ（サステナビリティ基準委員会）による開示が本格化する中、企業のレジリエンスをいかに定量化し、非財務資本を企
業価値（Equity Value）へと転換すべきか。そして、グローバル市場で先行する50社の徹底分析を通じて、2030年、さらには2035
年の新産業秩序における日本の勝ち筋を冷徹に描き出す。 
日本には、長年培ってきた材料科学の深い蓄積と、極限まで資源を無駄にしない「省資源」の技術、そして緻密なプロセス制御

の伝統がある。この「アナログの強み」を、最新のデジタル技術と経済安全保障の視点に接続できれば、日本は世界の「レジリエ
ンス・ハブ」として再生することが可能である。 
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第Ⅰ編 マクロ環境と経済安全保障 
～資源・規制・地政学が再定義する産業競争～ 

第1章 2026年 経済安全保障の新局面 
1.中国商務部公告2026年第1号の衝撃と規制構造の変容 
1.1 規制スキームの主要変更点と実務的影響 

2.財務影響の定量的評価と資本市場の反応 
2.1 財務指標への波及と市場の視点 

3.取締役会への戦略的提言：CFOが主導すべきアクション 
第2章 地政学リスクと材料メーカーの現在地 
1.「特定国依存」が突きつける経営破綻リスク 
1.1 地政学的マクロ環境 
1.2 特定国依存が「経営リスク」を増幅させる3つの
構造 
1.3 材料メーカーの課題 

第 3 章 マテリアル・レジリエンスの財務指標化と SSBJ
開示戦略 
1.SSBJ基準の確定と2027年3月期からの段階的義務化 
2.資本コストへの影響メカニズムと市場の視点 
3.CFO主導による管理指標（KPI）の導入と開示対応 
 
第Ⅱ編 技術による構造転換（ブレークスルー領
域） ～資源制約を乗り越える“3つの矢”～ 
第1章 技術による突破 
～第1の矢：資源リスクフリー材料の開発～ 
1.資源リスクをヘッジする「第1の矢」としてのSIB 
2.ナトリウムイオン電池の実力と限界：LFP代替として
の現実解 
3.北米生産拠点戦略：IRA税制優遇（FEOC回避）の綱渡り 
3.1 30D/45X適格化と負極材の壁 
3.2 Tiamatを軸とした北米エコシステム 

4.ナトリウムイオン電池（SIB）事業リスク分析：財務影
響とガバナンス対応（2026～2030年） 
4.1 SIB事業：SSBJ準拠リスク・機会財務影響マト 
リックス（2026） 
（1）物理的リスクと財務レジリエンス 
（2）移行リスクと地政学戦略 
（3）機会の財務的インパクト 
4.2 SIB事業：コンプライアンス・LCAリスク財務影
響マトリックス 

第2章 技術による突破 ～第2の矢：次世代パワー半導
体（WBG）の加速～ 
1.Ga₂O₃：SiCを凌駕し得る次世代パワー半導体の実力 
2.ウエハ大型化とコスト構造の変革 
2.1 4インチ量産から6インチ展開へ 
2.2 技術革新と資本効率 
2.3 性能と経済性の両立 

3.「資源の武器化」を無力化するクローズドループ戦略 
4.経営的・地政学的インプリケーション 
第3章 技術による突破 ～第3の矢：超硬工具の脱タ
ングステン戦略～ 
1.タングステン80%中国依存という「アキレス腱」の克服 
2.第1の策：高度サーメットへのシフトと仕上げ加工の
特化 
3.第2の策：PCD工具へのシフトとEV軽量化シナジー 
4.地政学リスクを技術で克服する：2026年次世代マテリ
アル戦略の全貌 
5.脱・特定資源依存と財務レジリエンスの統合戦略 
6.「資源安保」から「企業価値向上」へ：超硬工具業界
における資本効率連動型KPIの構築 
第4章 AIによる「代替元素」の高速スクリーニング 
1.マテリアル・リスクの増大と「元素戦略」の再定義 
2.代替元素探索におけるパラダイムシフト：マテリアル
ズ・インフォマティクス（MI）の台頭 
2.1 MIの定義と従来手法の限界 
2.2 データ駆動型アプローチへの移行 

3.AIによる高速スクリーニングの技術的メカニズム 
4. AI/MI活用による戦略的材料開発と代替元素探索のロ
ードマップ  
5.日本企業が直面する課題と解決へのロードマップ 
第5章 自律型ラボによる試作加速 
1.なぜ「自律型ラボ」が必要なのか 
2.自律型ラボの構成要素とシステムアーキテクチャ 
3.次世代Liイオン電池正極材開発への自律型ラボ適用と
技術的論点  
4.早期サンプル提供を実現する「デジタル・スループット」 
5.実装における課題と対策 

第Ⅲ編 サーキュラー経済と資源確保戦略 
～リサイクルと囲い込みによる供給主導権の確立～  
第1章 資源の永続利用～マルチメタル・リサイクルシ

ステムの構築 
1.リサイクルを「第2の調達部門」へ 
2.次世代蓄電池リサイクル事業の経済性モデルと戦略
的価値：2026年度試算  
3.メタル別収益構成（価格ボラティリティ対策） 
第2章 資源の囲い込みによる突破 ～国内ブラック
マス精錬・垂直統合モデル～ 
1.ブラックマスの流出を阻止する「資源の防波堤」 
2.国内精錬拠点の社会実装：2026年の到達点  
3.MOU引取権」による資源の法的囲い込み 
3.1 垂直統合型循環契約の構造的優位性 
3.2 財務効果の定量的評価 
（1）調達リスクのヘッジ効果 
（2）SSBJ基準との整合とWACC改善  
（3）実務的な廃電池回収・物流との接続 

第 3 章 リサイクル材の「直接調達・買取り権」確保
と資源循環独占契約 
1.資源循環経済への構造的転換 
2.用語の定義とコンセプトの整理 
2.1 「直接調達・買取り権」の定義 
2.2 「有償資源」と廃棄物法制 

3.直接調達・独占契約の戦略的意義とリスクヘッジ 
4.契約スキームの具体化と実務上の留意点 
5.法規制・コンプライアンスへの対応 
6.資源自律経済における主要素材の循環特性と直接調
達スキーム：LIB・エンプラ・アルミの戦略的優先順位 
7.サーキュラー・リソース確保の契約戦略 
8.持続可能な競争優位の確立 
第4章 サーキュラー・エコノミーとDPP ～リサイ
クル配合率のデジタル証明による欧州市場競争優位～ 
1.サーキュラー・エコノミーの実現に向けた欧州市場
の変容 
1.1 欧州市場の構造変化：DPPにおける代表的な
開示項目 

2.欧州電池規則に基づく実装スケジュールと戦略的意
義 
3.次世代電池の市場戦略：SIB×DPPによる差別化の
展望 
4.財務リターンと不履行リスクの対比 
5.SIBセカンドライフ戦略：循環型アセットへの転換 
6.リサイクル配合率証明技術とSIB-DPP実装の財務イ
ンパクト分析 
6.1 欧州市場参入の基盤としてのDPP完全準拠 
6.2 技術実装と実務的効果 
6.3 財務インパクトの詳細試算 

7.競争優位の確立：参入障壁を「守り」から「攻め」へ 

 

第Ⅳ編 デジタル×規制による競争優位 
～DPP・IRA・データが価値を決める時代～ 

第1章 情報の透明性による突破 ～バッテリーDPP
とIRAシナジー～ 
1.2027年欧州義務化を「攻め」の武器に変える 

2.デジタル・バッテリー・パスポート（DPP）の実装
ロードマップ 
3.IRA税制優遇とのシナジー 

4.IRA重要鉱物要件を充足する「DPP×リサイクル」
戦略 
4.1 IRAセクション30Dの構造的理解と日本企業

の適格性 
4.2 規制要件の変遷と2026年ターゲット 
4.3 IRA法・EU電池規則統合対応戦略：デジタル追

跡による財務最適化とROI創出 
4.4 財務インパクトの総括 

第2章 リサイクル材の不安定性を制すプロセス・イ

ンフォマティクス 
1.頑健性設計への思想転換：最高性能より「外さない
性能」 

2.PIによる解析ステップと技術的アプローチ：不確
実性を制御する3段階 
3.頑健性を実現する三つの核心的戦略：物理的根拠に

基づく安定化 
4.戦略的インプリケーション 
4.1 製造現場へのインパクト：経験則から「デジ

タル化された物理根拠」へ 
4.2 DPP（デジタル・プロダクト・パスポート）と
の連携による市場優位性 

 

第Ⅴ編 戦略的ベンチマークと将来展望 
～グローバル勝者企業の徹底分析～ 

第1章 グローバル注目企業50選： 次世代電池・
リサイクル・デジタルSCMの最前線企業群 
① Form Energy  ② Sila Nanotechnologies 

③ Redwood Materials ④ 信越化学工業 
⑤ NGK（旧:日本ガイシ） ⑥ Natron Energy 
⑦ Tiamat ⑧ Ambri ⑨ 住友金属鉱山 

⑩ DOWAホールディングス ⑪ JX金属 
⑫ Umicore ⑬ Li-Cycle Holdings  
⑭ 豊田通商  ⑮ MI-6 ⑯ Aionics 

⑰ 日立製作所 ⑱ 横河電機  
⑲ Citrine Informatics 
第2章 マテリアル・レジリエンス2030～資源

地政学を制す日本製造業の勝ち筋～ 
1.はじめに：製造業の前提が崩壊する 
2.産業構造の不可逆な転換：「所有」から「機能

と循環」の経済圏へ 
2.1 素材のデジタルトーカナイゼーションと
DPPの衝撃 

2.2 資源地政学の常態化とBCPの新定義 
3勝ち筋①：Physical AIによる「技術的不可欠
性」の確立 

3.1 MI（マテリアル・インフォマティクス）
の社会実装 
3.2 プロセス・インフォマティクス（PI）によ

る「不純物容認型」製造 
4.勝ち筋②：マテリアル・レジリエンスの財務価
値化 

4.1 レジリエンス指標の導入とWACCの低減 
4.2 グリーン・プレミアムの獲得と市場障壁
の突破 

5.勝ち筋③：垂直統合型リサイクル・エコシステ
ムの主導 
6.総括：2030年に向けた戦略ロードマップ 

第3章 材料産業の覇権シナリオ2035～国家・
規模・速度・環境が再編する新産業秩序～ 
1.経済安全保障規制への構造適応 

1.1 特定重要物資の拡大と材料分野への波及 
1.2 2026年に顕在化する三つの制度圧力 

2.材料メーカーの生存3条件 

3.2035年に向けた材料産業の覇権シナリオ 
3.1 材料産業の三類型モデル 
（1）国家材料企業モデル（State-Aligned 

Materials Company） 
（2）TSMC型材料企業モデル（Capacity-
Dominant & Enablement Company） 

（3）AI材料企業モデル（AI-Driven 
Materials Company） 

3.2 日本材料産業の戦略ポジションと課題 

4.日本材料メーカーの勝者モデル 
4.1 三層統合モデル：相互強化ループの設計 
（1）インフラ層（国家材料企業）：地政学的レ

ジリエンスの制度化 
（2）プラットフォーム層（TSMC型）：設計前
提の支配 

（3）加速層（AI材料企業）：探索と実装の非
連続的高速化 

4.2 事例研究：戦略的ガバナンスと資本市場

の対話 
5.自律型ラボが変える材料開発競争 
5.1 「実験の民主化」から「探索の非連続化」

へ 
5.2 失敗データの「資産化」とノウハウの形
式知化 

5.3 スケールアップ障壁のデジタル・ブリッジ 
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